
制限付き一般競争入札（事後審査型）実施要領（物品購入、業務委託、物件借入） 

（趣旨） 

第１条 この要領は、公益財団法人福井県下水道公社（以下「公社」という。）が発注する物品購入、業務委託、

物件借入れにかかる契約について、制限付き一般競争入札実施要領（以下「実施要領」という。）第１条に規定

する制限付き一般競争入札を、制限付き一般競争入札（事後審査型）により実施する場合の手続きに関し必要

な事項を定めるものとする。 

２ この要領に別段の定めがない事項については、実施要領の定めるところによる。この場合において、実施要

領中「制限付き一般競争入札」とあるのは、「制限付き一般競争入札（事後審査型）」と読み替えるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領について、「制限付き一般競争入札（事後審査型）」とは、入札参加者の負担軽減、発注者の 

 入札参加資格確認事務の効率化ならびに入札の透明性の向上および公正な競争の促進を図るため、開札後に、  

 入札参加資格の確認を行い、入札参加資格があると確認された者を落札者として決定する方式により行う制限

付き一般競争入札をいうものとする。 

２ この要領について、「入札執行者」とは、公社事務決裁規程第４条に規定する入札執行者をいう。 

 

（対象） 

第３条 制限付き一般競争入札（事後審査型）は、原則として、設計額（消費税および地方消費税に相当する額 

を含む。以下同じ。）が１６０万円を超える物品購入、１００万円を超える業務委託、８０万円を超える物件の

借入れの契約について、第２２条に規定する入札参加資格委員会の議を経て、公社理事長（以下「理事長」と

いう。）が決定するものとする。 

 

（入札公告の方法） 

第４条 制限付き一般競争入札（事後審査型）の入札公告の方法は、実施要領第４条の規定による。 

 

（入札の公告事項） 

第５条 制限付き一般競争入札（事後審査型）の入札の公告事項は、実施要領第５条の規定による。 

２ 制限付き一般競争入札（事後審査型）による場合における実施要領第５条（３）の規定の適用については、

同号ケの規定は適用しない。 

３ 制限付き一般競争入札（事後審査型）による場合には、実施要領第５条各号に掲げるもののほか、入札方式

を制限付き一般競争入札（事後審査型）とする旨を公告するものとする。 

 

（入札参加資格要件） 

第６条 制限付き一般入札（事後審査型）の入札参加資格要件は、実施要領第５条（１）の規定に基づき、入札

参加資格委員会の議を経て、理事長が決定するものとする。 

  

（入札参加資格の確認に関する特例） 

第７条 制限付き一般競争入札（事後審査型）による場合には、実施要領第６条から第９条までの規定は、適用

しない。 

 

（入札説明書等に関する質問） 

第８条 制限付き一般競争入札（事後審査型）の入札説明書等に関する質問は、実施要領第１０条の規定による。 

２ 制限付き一般競争入札（事後審査型）による場合における実施要領第１０条第１項の規定の適用については、 

 同項中「質問書（様式第３号）」とあるのは、「質問書（様式第１号）」とする。 

 



（入札） 

第９条 制限付き一般競争入札（事後審査型）の入札は、実施要領第１１条の規定による。 

２ 制限付き一般競争入札（事後審査型）による場合における実施要領第１１条第１項の規定の適用については、 

 同項中「入札書（様式第４号）」とあるのは、「入札書（様式第２号）」とする。 

 

（入札書等の保管） 

第１０条 制限付き一般競争入札（事後審査型）の入札書等の保管は、実施要領第１２条の規定による。 

 

（入札参加者一覧の作成） 

第１１条 制限付き一般競争入札（事後審査型）の入札参加者一覧の作成は、実施要領第１３条の規定による。 

２ 事務担当者は、第１項の入札参加者の一覧の作成にあたり、入札参加条件に合致しない業種の業者にあって

は、入札参加者の一覧に手書きで追加記載する（資格確認は入札後に行うので、明らかに資格がないと分かる

業者であっても、入札参加者の一覧には記載する。）ものとする。 

 

（開札の実行） 

第１２条 制限付き一般競争入札（事後審査型）の開札の実行は、実施要領第１４条の規定による。 

 

（再度の入札の実施） 

第１３条 制限付き一般競争入札（事後審査型）の再度の入札の実施は、実施要領第１５条の規定による。 

２ 制限付き一般競争入札（事後審査型）による場合における実施要領第１５条第２項の規定の適用については、 

 同項中「委任状（様式第５号）」とあるのは、「委任状（様式第３号）」とする。 

 

（入札の取りやめ） 

第１４条 制限付き一般競争入札（事後審査型）の入札の取り止めは、実施要領第１６条の規定による。 

 

（事後審査型に係る落札者の決定） 

第１５条 制限付き一般競争入札（事後審査型）による場合における落札者の決定は、実施要領第１７条の規定

にかかわらず、制限付き一般競争入札（事後審査型）実施要領第１６条から第２１条までに定めるところによ

り行うものとする。 

 

（落札決定の保留） 

第１６条 入札執行者は、開札を行ったときは、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行

った者（最低の価格で入札した者が複数ある場合は、その全ての者。以下「第１順位の落札候補者」という。）

を宣言して落札者の決定を保留し、第１順位の落札候補者について、資格確認を行ったうえ後日落札決定する

旨を宣言し、事後審査通知書（様式第４号）により通知する。 

 

（確認申請書等の提出等） 

第１７条 入札執行者は、前条の規定により第１順位の落札候補者を宣言したときは、第１順位の落札候補者に

対し確認申請書等の提出を求める旨を入札参加資格確認申請書等提出依頼書（様式第５号）により通知するも

のとする。 

２ 前項の規定による確認申請書等の提出を求める旨の通知を受けた第１順位の落札候補者は、通知を受けた日

から起算して、２日以内（休日を除く。）に入札参加資格確認申請書（様式第６号）等を提出しなければならな

いものとする。ただし、入札公告に別に定めがある場合および入札執行者が別に提出期限を指定した場合は、

この限りでない。 

３ 第１順位の落札候補者が前項に規定する期限内に確認申請書等を提出しなかったときまたは入札参加資格を

確認するために入札執行者が行った指示に従わなかったときは、当該第１順位の落札候補者が行った入札は、



入札参加資格がない者が行った入札とみなす。 

 

 （入札参加資格の有無の確認等） 

第１８条 入札執行者は、第１順位の落札候補者から確認申請書等の提出があったときは、入札書および当該確

認申請書等により、入札参加資格の有無の確認を行うものとする。 

２ 入札執行者は、前項の規定による確認を行うにあたって、入札参加資格の有無に疑義が生じたときは、入札

参加資格委員会に諮るものとする。 

３ 入札執行者は、第１項の規定による確認をした場合において、第１順位の落札候補者に入札参加資格がない

と認めたときは、第１順位の落札候補者の次に低い価格で入札した者（次に低い価格で入札した者が複数ある

場合は、その全ての者。以下「次順位の落札候補者」という。）を宣言するものとする。 

４ 前条および前３項の規定は、次順位の落札候補者を宣言した場合について準用する。 

５ 入札執行者は、入札参加資格があると認める者が確認できるまで前各項の規定の例により、入札参加資格の

有無の確認を行うものとする。 

６ 入札執行者は、前各項の規定により入札参加資格があると認める者が確認できたときは、理事長に報告する

ものとする。 

７ 前項の報告を受けた理事長は、入札参加資格委員会の議を経て、入札参加資格の有無を決定し、速やかにそ

の旨を入札執行者に通知するものとする。 

 

 （落札決定） 

第１９条 入札執行者は、前条第７項の規定により理事長から入札参加資格があることを決定した旨の通知を受

けたときは、当該入札参加資格があると決定された落札候補者を落札者として決定し、落札決定を落札決定通

知書（様式第７号）により通知するものとする。 

２ 前項に規定する場合において、入札参加資格があると決定された者が複数ある場合には、くじ引きにより、

落札者を決定するものとする。 

３ 第１項の規定による通知は、当該落札者が確認申請書等を提出した日から起算して、原則として５日以内（休

日を除く。）に行うものとする。 

 

 （入札参加資格不適格の決定） 

第２０条 入札執行者は、第１８条第７項の規定により理事長から入札参加資格がないことを決定した旨の通知

を受けたときは、当該入札参加資格がないと決定された者に対して、不適格の旨を通知するものとする。 

２ 前項の規定による通知を受けた者は、入札参加資格がないとされた理由について、実施要領第８条の規定の

例により、説明を求めることができるものとする。 

 

（入札結果等の公表） 

第２１条 制限付き一般競争入札（事後審査型）の入札結果等の公表は、実施要領第１８条の規定による。 

 

（入札参加資格委員会） 

第２２条 制限付き一般競争入札（事後審査型）の入札参加資格委員会は、実施要領第１９条の規定による。 

 

（その他） 

第２３条 この要領に定めのない事項については、前条の入札参加資格委員会の議を経て、理事長が定める。 

 

 

 

 

 



  附 則 

 この要領は、平成２４年１１月１日から施行する。 

 

  附 則 

 この要領は、平成２６年２月２４日から施行する。 

 


